
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 54 年 10 月から 56 年３月まで 

② 昭和 57 年 10 月から 63 年 12 月まで 

国民年金の加入手続についての記憶は無いものの、昭和 54 年７月ころ、

送付されてきた納付書により、国民年金保険料を納付した。その後、未納

となっていた昭和 57 年 10 月から 63 年 12 月までの期間の保険料について

は、自宅に集金に来ていた徴収員を通じて納付していたはずである。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 国民年金被保険者台帳（特殊台帳）によると、申立人は、申立期間①の

前後の保険料について現年度納付していることが確認できることから、申

立期間①の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間①当時、申立人と同居していた申立人の母及び兄は、申

立期間①の保険料を納付している。 

 

２ 一方、申立期間②について、申立人は、毎月、集金に来ていた市の職員

を通じて保険料を納付していたと主張しているが、国民年金被保険者台帳

（特殊台帳）によると、少なくとも昭和 57 年度及び 58 年度の保険料につ

いては、過年度納付書が発行されている事実が確認できることから、申立

人の主張と矛盾している。 

  また、申立期間②の一部の期間については、当時、同居していた申立人

の母及び兄の保険料も未納となっている。 



さらに、申立期間②については、６年以上の長期間にわたることから、

行政側の瑕疵
か し

によって保険料収納記録が消失したとも考え難い。 

加えて、申立期間②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



茨城国民年金 事案 1029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 49年３月まで 

昭和 50 年に、国民年金保険料を特例納付により納付できるとの通知があっ

たことから、Ａ市のＢ機関に勤務する夫が、国民年金の加入手続を行い、そ

の後、送付されてきた申立期間の納付書により、申立期間の１年分の保険料

を納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る大蔵省令様式の正規の歳入金納付書の「領収済通

知書」を保有しており、記載されている納付保険料額（過年度）も、法定保険

料額と一致している。 

また、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人は、申立期間及び第３号

被保険者期間を除き、保険料をすべて納付していることから、年金制度に対す

る意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続及び保険料を納付していたとする申立人

の夫は、申立期間の保険料を納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から同年３月まで 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 55 年１月から

同年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

 私は、昭和 53 年 10 月に国民年金に任意加入後、国民年金第３号被保険者

となるまで、保険料を未納なく納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間であり、申立人は、申立期間及び国民年金第３

号被保険者期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付している上、昭

和 53 年 10 月にＡ社を退職後、直ちに国民年金の加入手続を行い、厚生年金保

険被保険者との婚姻（昭和 53 年 10 月＊日）に伴う被保険者の種別変更も行っ

ていることから、年金制度に対する意識の高さがうかがえる。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間の前

後について、保険料を現年度納付していることが確認できることから、申立期

間の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人の夫は、申立期間当時、Ｂ社に勤務し、収入に大きな変化は

無かったと考えられることから、申立人に係る申立期間の保険料を納付するの

に経済的な問題は無かったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 852 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

２年７月から５年２月までの期間に係る標準報酬月額を 26 万円、11 年 11 月

から 12 年１月までの期間に係る標準報酬月額を 34 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年４月１日から２年７月１日まで 

             ② 平成２年７月１日から５年３月１日まで 

             ③ 平成５年３月１日から同年５月１日まで 

             ④ 平成５年５月１日から 11年 11月１日まで 

             ⑤ 平成 11年 11月１日から 12年２月１日まで 

             ⑥ 平成 12年２月１日から同年 10月 26日まで 

社会保険事務所（当時）にＡ社に勤務していた平成元年４月１日から５

年５月１日までの期間及びＢ社に勤務していた同年５月１日から 12 年 10

月 26 日までの期間の標準報酬月額について照会したところ、受け取った給

与の金額と大きく相違している記録となっていることが判明した。 

このため、各申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、保険料

控除額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（平

成 19年法律第 131号）に基づき、標準報酬月額を改定及び決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい



たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の給与総支給額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

 

２ 申立期間②について、申立人から提出された給与明細書により、当時、

申立人は、Ａ社における厚生年金保険の被保険者として、給与から厚生年

金保険料が控除されていたことが確認できるとともに、同給与明細書のう

ち、平成２年７月分、同年８月分、同年 10 月分及び同年 11 月分の給与明

細書では、当該月の厚生年金保険料控除額が、それぞれオンライン記録に

より確認できる標準報酬月額より高い標準報酬月額に対応する保険料額で

あることのほか、当該月の給与総支給額が、それぞれ同記録により確認で

きる標準報酬月額より高い標準報酬月額に対応する金額であることが確認

できる。 

また、申立人から提出された給与明細書のうち、年度が不明の 12 月分、

１月分、２月分、４月分、５月分、６月分及び 11 月分については、それぞ

れ記載されている総支給額並びに厚生年金保険料及び健康保険料の控除額

が、前述の４か月分の給与明細書に記載されている額と同額であることか

ら、それぞれ、前述の４か月に近接している平成２年 12 月分、３年１月分、

同年２月分、同年４月分、同年５月分、同年６月分及び同年 11 月分である

ものと推認できるほか、当該月の厚生年金保険料控除額が、それぞれオン

ライン記録により確認できる標準報酬月額より高い標準報酬月額に対応す

る保険料額であることが確認できる。 

さらに、申立人から提出された給与明細書のうち、年度が不明の２月分

及び４月分については、前述の４か月分及び７か月分の給与明細書に記載

されている額と比較して、厚生年金保険料の控除額が同額であるほか、健

康保険料の控除額が若干低い額であるため、それぞれ、前述の４か月及び

７か月に近接し健康保険料率が若干低い期間に当たる、平成４年４月分及

び５年２月分であるものと推認できるほか、当該月の厚生年金保険料控除

額が、それぞれオンライン記録により確認できる標準報酬月額より高い標

準報酬月額に対応する保険料額であることが確認できる。 

加えて、前述の４か月分、７か月分及び２か月分の給与明細書に記載さ

れている厚生年金保険料の控除額がすべて同額であることから、申立期間

②のうち、給与明細書により確認することができない月の厚生年金保険料

控除額についても、同額であったものと推認できる。 

したがって、申立期間②に係る申立人の標準報酬月額については、給与

明細書において確認できる保険料控除額又は給与総支給額により、平成２

年７月から５年２月までの期間は 26万円とすることが妥当である。 

 



３ 申立期間⑤について、申立人から提出された給与明細書により、当時、

申立人は、Ｂ社における厚生年金保険の被保険者として、給与から厚生年

金保険料が控除されていたことが確認できるとともに、申立人から提出さ

れた給与明細書のうち、平成 11 年 11 月分、同年 12 月分及び 12 年１月分

の給与明細書では、当該月の厚生年金保険料控除額が、それぞれオンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額より高い標準報酬月額に対応する保

険料額であることが確認できる。 

 したがって、申立期間⑤に係る申立人の標準報酬月額については、給与

明細書において確認できる保険料控除額又は給与総支給額により、平成 11

年 11月から 12年１月までの期間は 34万円とすることが妥当である。 

 

４ なお、申立期間②及び⑤について、事業主が申立人の主張する標準報酬

月額に見合う保険料を納付したか否かについては、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

 

  ５ 申立期間①、③、④及び⑥のうち、給与明細書が残存している月につい

ては、給与総支給額に対応する標準報酬月額及び保険料控除額に対応する

標準報酬月額のいずれか低い方の額が、オンライン記録により確認できる

標準報酬月額を超える額ではないことから、これを上回る標準報酬月額の

認定はできない。 

また、給与明細書が残存していない月については、保険料控除の事実を

確認することができないところ、各申立期間を通じて給与総支給額及び保

険料控除額が変動していることから、給与総支給額及び保険料控除額を推

認することができないため、申立人が申立てに係る標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを認めることはでき

ない。 

さらに、申立人から提出された給与明細書のうち、年度が不明のもの並

びに年度及び月が不明のものについては、時期を特定することができない

ため、申立人が申立てに係る標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事

業主により控除されていたことを認めることはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人の申立期間①、③、④及び⑥について、厚生年金保険の標準報酬月

額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社）

における資格取得日に係る記録を昭和 50 年４月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 11万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月１日から同年５月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ｄ社の関連会社であるＡ社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、昭和 50 年４

月１日から同年５月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回

答を受けた。 

昭和 47 年４月にＤ社に入社してから現在まで、関連会社を含め、同社に

継続して勤務しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年４月にＤ社に入社し、その後間もなく同社の関連会社

であるＥ社Ｂ工場に出向して以降、申立期間の前後を含む期間において、同

じ場所にある工場において同じ業務に従事していたと主張しているところ、

オンライン記録では、申立人は、同社において、同年４月 21 日に厚生年金保

険被保険者資格を取得し、50 年４月１日に被保険者資格を喪失した後、Ａ社

Ｂ工場において同年５月１日に資格を取得しており、申立期間に被保険者資

格を有していないことが確認できる。 

しかし、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、Ｆ社（Ａ社の後継会

社）Ｂ工場において、昭和 50 年４月１日に資格を取得し、同年６月 30 日に

同社同工場を離職していることが確認できる上、Ｄ社から提出された個人台



帳においても、申立人が同社に入社後、関連会社を含め、継続して勤務して

いたことが確認できる。 

また、申立期間当時のＡ社Ｂ工場次長から、当時、同社は合併等で組織変

更したが、同社同工場の場所及び業務内容について変更は無いとしている上、

従業員は継続して勤務していた旨の証言が得られた。 

加えて、申立期間当時のＡ社事務担当者から、当時、同社は継続して事業

を行っていた旨のほか、従業員は厚生年金保険料を控除されていた旨の証言

が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間中、Ａ社Ｂ工場

に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ工場にお

ける昭和 50 年５月のオンライン記録から、11 万 8,000 円とすることが妥当

である。 

一方、オンライン記録では、Ａ社Ｂ工場は、昭和 50 年５月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっていることから、申立期間は新規適用前の期間に当

たるものの、Ｅ社Ｂ工場（Ａ社Ｂ工場の商号変更前の名称）が適用事業所に

該当しなくなった時点（昭和 50 年４月１日）及びＡ社Ｂ工場が新規に適用事

業所となった時点（同年５月１日）において、それぞれ、申立人を含め５人

以上の厚生年金保険被保険者がいたことが確認できること及び申立期間にお

いて従業員数が減少した状況は確認できないことから、申立期間当時、同社

は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと

判断される。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において、適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったことから、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 20年５月１日から 21年３月 15日まで

の期間に係る厚生年金保険料保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

20 年５月１日に、資格喪失日に係る記録を 21 年３月 15 日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を 150円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間⑤に係る事業所における資格喪失日は、昭和 43 年

12 月 21 日であると認められることから、申立期間⑤に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間⑤の標準報酬月額については、５万 6,000 円とすることが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年５月１日から 21年５月１日まで 

             ② 昭和 24年 10月 21日から同年 12月 21日まで 

             ③ 昭和 24年 12月 21日から 25年１月１日まで 

             ④ 昭和 26年 11月 21日から 28年 10月 21日まで 

             ⑤ 昭和 43年６月 26日から同年 12月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険加入記録を照会したところ、Ａ社本社に勤務

していた申立期間①、Ｂ社に勤務していた申立期間②、Ｃ社に勤務してい

た申立期間③、Ｄ社に勤務していた申立期間④及びＥ社に勤務していた申

立期間⑤について、記録が無い旨の回答を受けた。それぞれ勤務していた

ことは間違いないので、各申立期間について、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社に係る申立期間①について、申立人が名前を挙げた同僚のうち、存



命中で連絡先の確認できた一人に照会したところ、申立人が、申立期間①

において、Ａ社本社にＦ担当者として、昭和 21 年５月ごろまで勤務してい

た旨及び自身と自身の夫もＧ部に勤務しており、取扱いに差は無かった旨

の証言が得られた。 

  また、申立人が同じＧ部に勤務していたとして名前を挙げた同僚９人は、

上記同僚及びその夫を含め、申立期間①のうち、少なくとも昭和 21 年３月

15 日までの期間において、Ａ社本社の被保険者名簿に登載されていること

が確認できる。 

  さらに、Ａ社Ｈ所に係る被保険者名簿の申立人の欄の備考に「転勤」と

記載されており、申立人の主張と一致する。 

  一方、申立人のＡ社における勤務について証言した同僚は、自身につい

て、人員整理により昭和 21 年５月ないし６月ごろに同社を退職したと証言

しており、申立人の主張と一致しているが、当該同僚の厚生年金保険加入

記録を調査したところ、当該同僚は、21 年３月 15 日に被保険者資格を喪

失していることが同社に係る被保険者名簿により確認できる。 

  また、Ａ社に係る被保険者名簿により、申立人が名前を挙げた９人のう

ち、上記同僚を含め、４人が、昭和 21 年３月 15 日に被保険者資格を喪失

していることが確認でき、これらのことから、申立人が退職したと主張す

る時期と近接した時期に、人員整理により退職した者については、同日付

をもって被保険者資格を喪失させる取扱いであった可能性がうかがえる。 

  これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭

和 20年５月１日から 21年３月 15日までの期間において、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

  また、Ａ社の名簿にある、申立期間①当時に同社において被保険者資格

を取得した、申立人と同年齢かつ同様の職務を担当している者のおける標

準報酬月額の記録から、当該期間の標準報酬月額については、150 円とす

ることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、仮に、事業主から申立人の当該期間に係る被保険者資格取得届

が提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出されているにも

かかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から申立てどおりの資格の得

喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 20 年５月から 21 年２月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

２ Ｅ社に係る申立期間⑤について、同社に係る被保険者名簿により、同社



が昭和 43 年６月 26 日に、業績不振による休業を原因として、厚生年金保

険の適用事業所でなくなっていることが確認できるが、同時に、申立人を

含め、全喪時点で被保険者資格を有していた４人の資格喪失届は、その約

６か月後の同年 12 月 21 日に、遡及
そきゅう

して処理され、いったんは被保険者名

簿に記載された、同年 10 月の標準報酬月額定時決定の記録も取り消されて

いることが確認できる。 

  また、Ｅ社の同僚４人のうち、存命中で連絡先が判明した３人に照会し

たところ、１人から、申立人は、申立期間⑤当時にＩ担当者として勤務し、

社会保険関係事務には関わっていなかった旨及び申立期間⑤当時の同社の

経営は不振で、最後の数か月分の給与を受け取っていない旨の証言が得ら

れた。 

  一方、申立期間⑤当時、厚生年金保険法第６条１項においては、厚生年

金保険の強制適用事業所となる要件は、常時５人以上の従業員を使用する

事業所とされていたが、上記同僚は、Ｅ社が、申立期間⑤において従業員

数は４人であったと証言しており、この要件は満たしていなかったものと

考えられる。 

  しかし、厚生年金保険法は、申立期間⑤当時も第７条において、適用事

業所が適用事業所としての要件に該当しなくなったときは、その事業所に

ついて、いわゆる任意適用の事業所としての認可があったものとみなす旨

を規定している。当該規定は、第６条に規定する適用事業所であった事業

所が従業員数の減少により、同条に規定する適用要件を満たさなくなった

場合であっても、ただちに適用事業所でなくすることは被保険者の保護上

好ましくないことであり、また、任意適用の申請を行わせる手続を省略す

るために、それらの事業所については、強制適用事業所に該当しなくなっ

た日に任意適用事業所の認可があったものとみなして、引き続き適用事業

所とすることになっていると解されている。 

  当該規定を前提にすると、同法第７条の規定の趣旨及びＥ社は適用事業

所ではなくなった昭和 43 年６月 26 日以降、申立期間⑤も、事業活動を継

続し、従業員も４人いたと考えられることからみて、同社は、申立期間⑤

においても、引き続き適用事業所として継続する意思があったと認められ

ることから、任意適用の事業所として取り扱われるべきであり、申立人は、

申立期間⑤において、厚生年金保険の被保険者であったと認められる。 

  これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人

が昭和 43 年６月 26 日に被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理

由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことか

ら、申立人のＥ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日を、申立人

の被保険者資格喪失届が提出された日である同年 12 月 21 日に訂正するこ

とが必要である。 



  また、申立期間⑤の標準報酬月額については、申立人に係るＥ社におけ

る昭和 43年５月の被保険者名簿の記録から、５万 6,000円とすることが必

要である。 

 

３ Ｂ社に係る申立期間②について、同社に照会したところ、申立期間②当

時の資料の保存が無く、申立人の勤務及び厚生年金保険の取扱いについて

は全く不明である旨の回答が得られた。 

  また、Ｂ社に係る被保険者名簿の、申立人が登載されたページの前後 10

ページに登載され、申立人と同日（昭和 24 年 10月 21日）に資格を喪失し

た同僚 15 人に照会したところ、４人から、戦後の不況により大規模な人員

整理が行われ、自身も含め主に若年の者が同年 10 月に多数解雇された旨の

回答が得られたほか、申立人が申立期間②において、同社に勤務していた

旨の証言は得られなかった。 

 

４ Ｃ社に係る申立期間③について、同社は、昭和 35 年８月１日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっている上、法務局に閉鎖商業登記簿謄本を申

請したところ、該当する会社が無い旨の回答が得られたことから、申立期

間③の状況について照会することができない。 

  また、Ｃ社の申立期間③当時の代表者は、厚生年金保険の加入記録が無

く、連絡先が不明であり、照会することができない。 

  さらに、申立期間③当時に被保険者資格を有していた同僚３人に照会し

たところ、２人から回答があり、うち申立人と同じくＦ担当であった１人

から、入社後６か月程度は試用期間があり、社会保険に加入したのも入社

６か月程度経過してからであった旨の証言が得られ、事実、当該同僚が証

言している自身の入社日よりも、被保険者資格取得日は約５か月遅れてい

る。 

 

５ Ｄ社に係る申立期間④について、同社は、昭和 29 年３月 14 日に所在地

を移転した後、53 年２月 26 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、申立期間④当時の代表者も既に死亡しているため、申立期間④当時

の状況について照会することができない。 

  また、Ｄ社を吸収合併したＩ社は、平成 12 年に清算結了しており、申立

人が名前を挙げている同僚でもある同社の代表者からは、回答が得られな

かった。 

  さらに、申立人が名前を挙げた同僚及び申立期間④当時に被保険者資格

を有している昭和生まれの者計 12 人のうち、存命中で連絡先が判明した４

人に照会し、３人から回答が得られたものの、申立人の勤務及び厚生年金

保険加入に関する具体的な証言は得られなかった。 



 

６ このほか、申立期間①のうち昭和 21 年３月 15 日から同年５月１日まで

の期間、申立期間②、申立期間③及び申立期間④に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収

票等の資料は無く、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をう

かがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①のうち昭和 21 年３

月 15 日から同年５月１日までの期間、申立期間②、申立期間③及び申立期

間④に係る厚生年金保険料を各事業主により、給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取

得日に係る記録を昭和 48 年８月 15 日に訂正し、同年８月の標準報酬月額

を 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月 15 日から同年９月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、昭和 48 年８月 15 日から同年９月１日までの期間

について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 30 年５月の入社から 63 年３月の退職まで、Ａ社に継続し

て勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録は、

資格取得日が昭和 30 年４月１日、離職日が平成４年７月 31 日となって

いる旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤務し

ていたことが確認できる。 

   また、Ａ社から提出された「社員名簿」により、申立人が昭和 48 年８

月 15 日付けで同社Ｂ支店から同社本社へ異動したことが確認できる。 

   さらに、Ａ社に照会したところ、申立人は、同社に継続して勤務してい

たので、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたこと

は間違いない旨の回答が得られた。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間にＡ社本社に

勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、昭和 48 年８月の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険



厚生年金保険被保険者名簿における申立人の同年９月の記録から、13 万

4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の届出

を提出する際に誤りがあった旨の回答が得られたことから、事業主は昭

和 48 年９月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 55 年９年 24 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年９月 24日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 55年９月 24日から同年 10 月１日ま

での期間について、記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、私は、昭和 55 年９月 24 日から間違いなくＡ社に勤務しており、

給与から厚生年金保険料を控除されていた給与明細書もあることから、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社に勤

務し、厚生年金保険料（2,920 円）を給与から控除されていたことが確認で

きる。 

また、Ａ社に照会したところ、厚生年金保険料は翌月控除であったと思わ

れること及び申立人に支給した給与から保険料を控除していたにもかかわら

ず、誤って、昭和 55 年 10 月１日付けで厚生年金保険被保険者資格取得の届

出を提出した旨の証言が得られた。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務

し、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準報酬月額を改定及び決定し、これ



に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。したがって、申立人の申立期間の標準報酬

月額については、申立人の給与明細書において確認できる保険料控除額によ

り、８万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は申立人について被保険者の資格取得日を誤って届け出た旨

を認めていることから、事業主から社会保険事務所へ申立てどおりの被保険

者資格の取得に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月から同年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、平成４年２月から

同年３月までについて、国民年金保険料の納付事実が確認できなかった。 

20 歳となった平成４年＊月ころ、母が、Ａ市役所において、国民年金の

加入手続を行い、申立期間に係る保険料を納付したはずである。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実が確認できないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母が、平成４年＊月ころに、国民年金の加入手続を行い、

申立期間に係る保険料を納付したと主張しているが、申立人の申立期間当時の

居住地を管轄する社会保険事務所において払い出される国民年金手帳記号は

「＊」であり、申立人には現在の基礎年金番号である厚生年金保険記号「＊」

の払い出し以外に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらず、事

実、申立人が保管する年金手帳には、厚生年金保険記号番号のみが記載されて

いることから、申立期間については、国民年金被保険者資格を有していなかっ

たため、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立人の母が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の加入手続に直接関

与しておらず、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付

状況が不明である。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはない

と主張しており、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申



告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年６月から 60年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から 60年９月まで 

昭和 59 年５月に会社を退職した後、自営業をしていた父の手伝いをして

いた。申立期間については、父が、国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付してくれていた。 

このため、申立期間の保険料の納付事実が確認できないことに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、前後の強制加入者の国民年金手帳記号

番号から、平成８年５月ころと考えられ、この時点では、申立期間については

時効により保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立人の父が、申立期間当時に居住していたＡ市において

国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたと主張している

が、仮に、申立人の主張どおりであれば、申立人の国民年金手帳記号について

は、申立期間当時の居住地を管轄するＢ社会保険事務所（当時）において払い

出される「＊」となるべきにもかかわらず、申立人が所持する国民年金手帳記

号は、Ｃ社会保険事務所（当時）管内の市町村に払い出される「＊」であり、

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえないことから、申立

内容には矛盾が認められる。 

さらに、申立人は、申立人の父が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の

保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接

関与しておらず、申立人の父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的

な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成８年５月ころの時点

では、特例納付制度は存在しないため、申立期間の保険料を納付することはで

きない。 



その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年７月から同年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年７月から同年 11月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、平成 10 年７月か

ら同年 11月までについて、国民年金保険料の納付事実が確認できなかった。 

平成 10年７月に会社を退職した後、保険料の納付書が届いたため、母が、

郵便局において、同年８月から同年 12 月までの間に、２回ないし３回に分

けて申立期間の保険料を納付してくれたはずである。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実が確認できないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 10 年７月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、

国民年金保険料の納付書が届いたため、申立人の母が、申立期間の保険料を納

付したと主張しているが、オンライン記録により、申立人に対して、申立期間

に係る国民年金の加入勧奨通知が同年９月 24 日に発行されている上、その最

終通知が 12年２月 21日に発行されていることが確認でき、申立人が申立期間

に係る国民年金の加入手続を行った形跡がうかがえないとともに、申立期間に

ついては、国民年金被保険者資格を有していなかったため、保険料の納付書が

発行されたとは考え難いことから、申立人の主張には矛盾が認められる。 

また、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはないと

主張しており、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 12 月から６年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 12月から６年３月まで 

20歳の時点では、Ａ県Ｂ市にある全寮制の専門学校に入学していたので、

同市に住んでいたが、Ｃ市に住む母が、Ｃ市かＢ市において私の国民年金

の加入手続を行い、Ｃ市内の郵便局で国民年金保険料を納付していたはず

である。 

このため、申立期間の保険料の納付事実が確認できないことに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を

納付していたと主張しているが、仮に申立人の主張どおりであれば、申立期

間当時に申立人の居住地を管轄する社会保険事務所（当時）において払い出

される国民年金手帳記号は「＊」となるべきところであるにもかかわらず、

申立人には現在の基礎年金番号である厚生年金保険記号（平成６年４月１日

資格取得）以前に国民年金手帳記号番号が払出された形跡は見当たらず、申

立期間については、国民年金被保険者資格を有していなかったため、納付書

が発行されることは無く、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立人の母が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の

保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直

接関与しておらず、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

さらに、申立人は、平成９年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

したことから、同日付けで国民年金被保険者資格を取得していることが申立

人の所持する国民年金手帳により確認できるが、この時点では、申立期間は

時効となり保険料を納付することはできない。 



加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関係資料(家計簿、確定申

告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年４月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 52年３月まで 

ねんきん特別便を確認したところ、昭和 45年４月から 52年３月までにつ

いて、国民年金保険料の納付事実が無かったことが判明した。 

昭和 44 年１月に退職し、同年２月から国民年金に加入したが、婚姻後は

保険料を納付していなかった。その後、昭和 52 年４月にＡ市において国民

年金の加入手続を行い、同市に居住していた間に、申立期間の保険料約５万

円をまとめて納付したはずである。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実が確認できないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年４月に国民年金の加入手続を行い、その後、申立期間

に係る保険料を一括納付したと主張しているが、申立人が所持する年金手帳、

国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及び申立期間当時、申立人が居住していた

Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿により、申立人が国民年金に任意加入し

た時期は、昭和 52 年４月１日であることが確認できる上、申立期間について

は厚生年金保険被保険者との婚姻（昭和 44年 10月＊日）による任意加入期間

であり、国民年金被保険者資格を有しておらず、制度上、さかのぼって国民年

金の加入手続及び保険料を納付することはできない。 

また、申立人が国民年金に任意加入した昭和 52 年４月１日時点では、申立

期間の保険料を納付する手段は無く、仮に、その後実施された第３回特例納付

期間内（昭和 53年７月１日から 55年６月 30日まで）に保険料を納付した場

合、その保険料は、申立人が納付したと主張する保険料５万円と大きく相違す

ることから、申立人の主張には矛盾が認められる。 



さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



茨城厚生年金 事案 857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年 10月１日から 23年９月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（又はＢ社）に勤務していた昭和 21 年 10 月１日から 23 年９月１日

までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

昭和 19年から 36年までの間、いくつかあったＡ社の関連事業所に勤務

していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｃ県Ｄ市内の「Ａ社（又はＢ社）」に勤務していたと主張して

いることから、オンライン記録により、「Ａ社（又はＢ社）」を含む名称の

厚生年金保険の適用事業所を検索したところ、申立期間において、「Ａ社」

という名称を含む適用事業所は見当たらない。 

また、申立人が申立期間後に勤務していたＥ社（申立期間当時の名称は、

Ｆ社）に照会したところ、申立人が勤務していたと思われるＧ社、Ｆ社、Ｈ

社、Ａ社Ｉ部及びＪ社は、Ａ社のグループ企業であるが、申立期間当時の資

料は残存しておらず、申立人の申立期間に係る勤務については確認できない

旨の回答が得られた。 

さらに、Ａ社のグループ企業のうち、申立期間に厚生年金保険の適用事業

所であったＦ社（昭和 17 年６月１日に新規適用）及びＫ社（23 年３月１日

に新規適用）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前

は見当たらず、健康保険整理番号に欠番も無い。 

加えて、申立人が名前を挙げた３人のうち、連絡先の確認できた１人に照



会したところ、申立人について記憶しているものの、自身がＡ社のグループ

企業であるＫ社に入社したのは、昭和 23年７月 30日であり、申立人のＡ社

のグループ企業における勤務期間については不明である旨の回答が得られ

た。 

また、申立期間当時、Ｆ社に勤務していた者のうち、連絡先の確認できた

５人に照会したところ、２人から回答が得られたが、申立人の申立期間に係

る勤務状況及び厚生年金保険加入についての具体的な証言は得られなかっ

た。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていることを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 858 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月１日から 45年１月 28日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた昭和 44年 10月１日から 45年１月 28日までの期間につい

て、記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、申立期間当時、先にＡ社に入社していた兄と一緒に仕事をしており、

同社から健康保険証を受け取ったことや自身の給与から厚生年金保険料が

控除されていたことを記憶している。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、同僚及び申立人の兄の

証言から推認できる。 

一方、申立人及び同僚から名前が挙げられたＡ社の元事業主は、連絡先不明

のため照会できない。また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

記載のある元事業主についても、連絡先不明のため照会できない。 

また、申立期間に係るＡ社における健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立期間を含む昭和44年２月６日以降に、同社において、被保険者資格を取得

した者がいないことが確認できる。 

さらに、申立期間当時にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た同僚14人のうち、存命中で連絡先が判明した５人に照会したところ、回答が

得られた３人からは、申立人に係る厚生年金保険の加入に関する具体的な証言

は得られなかった。 

加えて、上記回答が得られた３人のうち、会計補助担当者から、Ａ社が倒産



する直前の時期について、入退社する従業員の数が少なかったとしているほか、

厚生年金保険料を滞納していたこともあり、新たに入社した従業員を厚生年金

保険に加入させるのは厳しい状況であった旨の証言が得られた。 

また、当該会計補助担当者から、申立期間当時の社会保険関係の取扱いにつ

いて、すべて社長が行っていたため、詳しいことは分からないものの、当時、

同社には、臨時雇用の運転手がおり、そのうちの数人に係る日雇失業保険の手

続を行った記憶がある旨の証言が得られたことから、当時、同社には、正社員

以外の従業員がいたことが推認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 859 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月 27日から 36年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた昭和 31年 11月 27日から 36年４月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、上記期間について、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、

同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、同僚の証言から推認で

きる。 

一方、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚 13 人のうち、存命中で連絡

先の判明した８人に照会したところ、７人から回答が得られ、そのうちの２人

から、自身は、同社にアルバイトとして勤務した後、正社員に登用され勤務し

ていた旨の証言が得られ、事実、両者が正社員に登用された時期と資格取得し

た時期がそれぞれ一致していることから、同社においては、アルバイトについ

ては厚生年金保険の対象外としていたものと考えられる。 

また、上記回答のあった二人の同僚から、申立人は、申立期間当時、アルバ

イトとして勤務していた旨の証言が得られた。 

さらに、Ａ社の申立期間当時の事業主の連絡先が不明であるため、Ｂ社（Ａ

社の社名変更後の名称）の事業主に照会したところ、申立人の申立期間におけ

る勤務については確認できない旨及び厚生年金保険の取扱いについては不明

である旨の回答のほか、申立人に係る勤務状況及び厚生年金保険の適用に関す

る具体的な証言は得られなかった。 

加えて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により、同社は、新たに昭和

32年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所となったことが確認でき、申立期



間のうち、同年 10 月１日より前の期間については、厚生年金保険の適用事業

所ではなかったことが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年８月 21日から 16年５月 20日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間のうち、平成 14年８月 21日から 16年５月 20日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私が所持する公共職業安定所の雇用保険受給資格者証により、申立期間中、

Ａ社に勤務していたことは確認でき、本来、事業所に勤務しているのであれ

ば、厚生年金保険に加入しているはずなので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録及びＡ社の回答により、申立人が申立期間中に同社に

勤務していたことが確認できる。 

一方、申立人から提出されたＡ社の給与支給明細書によれば、申立期間に係

る厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立期間当時、従業員を正社員という身分か

ら契約社員に変更することで、厚生年金保険の被保険者資格を喪失させる手続

をした旨の回答が得られた。 

さらに、申立人が名前を挙げている同僚二人に照会したところ、そのうちの

一人からは、Ａ社の事業主から、不景気のため、厚生年金保険から国民年金に

変更してほしいと言われたとする旨の証言が得られたほか、一人からは、前述

の証言に加え、会社からの要請に応じて契約社員となり、申立人と一緒に国民

年金の加入手続を行った旨の証言が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間における厚生年

金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


